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 資料１－３  

プラスチック製容器包装について 

１．容器包装リサイクル法の解説 

 

家庭から排出されるごみの重量の約２～３割、容積で約６割を占める容器包装廃棄物について、リサイ

クルの促進等により、廃棄物の減量化を図るとともに、資源の有効利用を図るため、平成７年６月に制定

され、平成９年４月から本格施行された法律です。 

（法律の所管は、環境省、経済産業省、財務省、厚生労働省及び農林水産省の５省共管。） 

 

➢ 容器包装リサイクル法の仕組み 

～消費者が分別排出、市町村が分別収集、事業者がリサイクル～ 

容器包装リサイクル法の特徴は、従来は市町村だけが全面的に責任を担っていた容器包装廃棄物の処

理を、消費者は分別して排出し、市町村が分別収集し、事業者（容器の製造事業者・容器包装を用いて中

身の商品を販売する事業者）は再商品化（リサイクル）するという、3者の役割分担を決め、3者が一体

となって容器包装廃棄物の削減に取り組むことを義務づけたことです。 

これにより、廃棄物を減らせば経済的なメリットが、逆に廃棄物を増やせば経済的なデメリットが生じ

ることになります。 

 

［出典］環境省ホームページ 
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➢ 容器包装リサイクル法の対象 

～商品の容器包装であって、商品が消費等された場合不要になるもの～ 

容器包装リサイクル法は、容器（商品を入れるもの）、包装（商品を包むもの）（商品の容器及び包装自

体が有償である場合を含む。）のうち、中身商品が消費されたり、中身商品と分離された際に不要になる

ものを「容器包装」と定義して、リサイクルの対象としています。 

 

［出典］環境省ホームページ 

  

➢ 容器包装プラスチック法の対象

～商品の容器包装であって、商品が消費等された場合不要になるもの～

容器包装リサイクル法は、容器（商品を入れるもの）、包装（商品を包むもの）
（商品の容器及び包装自体が有償である場合を含む。）のうち、中身商品が消費され
たり、中身商品と分離された際に不要になるものを「容器包装」と定義して、リサイ
クルの対象としています。

種類 識別表示 イメージ リサイクル製品の例

金属 アルミ缶 アルミ原料

スチール缶 製鉄原料

ガラス 無色ガラスびん(＊)
茶色ガラスびん(＊)
その他の色のガラスびん(＊)

ガラスびん原料
建築資材等

紙 飲料用
紙パック
(アルミ不使用のもの)

製紙原料

段ボール製容器 製紙原料

紙製容器包装(＊)
(段ボール、
紙パック除く)

製紙原料、 建築資材、
固形燃料等

プラスチック PETボトル(＊)
(しょうゆ、飲料、
酒類、一部の調味料）

プラスチック原料、
ポリエステル原料(繊
維、シート、ボトル
等)

プラスチック製容器包装(＊)
(PETボトル以外除く)

プラスチック原料、
化学原料・燃料等(プ
ラスチック製品、熱
分解油、 高炉還元剤、
コークス炉化学原料、
合成ガス)

(＊) 特定事業者にリサイクルが義務付けられているもの。

出典：環境省ホームページ
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２．プラスチックリサイクルの技術解説 

 

プラスチックリサイクルの技術は、①材料リサイクル、②ケミカルリサイクル、③サーマルリサイクル

に分類されます。 

家庭で分別して収集されたプラスチック製容器包装は、ごみ処理施設で異物を除去したのち、日本容器

包装リサイクル協会の指定法人ルートにより資源化業者へ搬入され、プラスチックの材料とするか（①）、

原料に戻して（②）リサイクルされます。リサイクルされたプラスチック製容器包装は、パレットやコー

クス、炭化水素油等に生まれ変わります。 

また、プラスチック製容器包装を分別せず、焼却施設にて焼却処理し、処理過程で出る蒸気を回収して、

電気や熱として有効利用することを③サーマルリサイクルと言います。サーマルリサイクルをするため

には、焼却施設に熱回収設備が付いている必要があります。 

 

 

［出典］日本容器包装リサイクル協会が提供する素材を使って作成 
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３．プラスチック製容器包装のリサイクル状況（全国） 

 

日本容器包装リサイクル協会が公表している、令和元年度における全国のプラスチック製容器包装の

リサイクル状況は、下図のとおりです。 

家庭からの排出量 130.1万トン（100％）のうち、74.1万トン（57％）が分別収集され、最終的に再

商品化されるのは材料リサイクルで 17.2万トン（13％）、ケミカルリサイクルで 26.9万トン（21％）と

なっています。 
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［出典］日本容器包装リサイクル協会 
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４．伊奈町におけるプラスチック製容器包装の処理の流れとリサイクル状況 

 

伊奈町クリーンセンターでは、分別収集したプラスチック製容器包装を選別し、圧縮・梱包したのち、

指定法人ルートで資源化しています。 

平成 31年度実績では、回収量 1,001.92トン（100％）のうち、選別後資源化量が 490.44トン（49％）、

残渣量が 511.48トン（51％）です。 
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５．廃棄物・リサイクル関連法の整理 

 

廃棄物・リサイクル関連法は、下図のとおり整理されます。 

循環型社会形成推進基本法に基づき、一般的な枠組みを示す廃棄物処理法と資源有効利用促進法があ

ります。これらの下に、個別の規制法として容器包装、家電、小型家電、建設廃材、食品資源、自動車に

係る各種リサイクル法が制定されています。その他の関連法として、食品ロス削減法やグリーン購入法も

あります。 

また、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が令和４年度に施行される予定です。 

 

循環型社会形成推進基本法

・社会の物質循環の確保
・天然資源の消費の抑制
・環境負荷の低減

・ごみの発生抑制、リユース、リサイクルの促進

一般的な枠組みの確立
廃棄物処理法

(廃棄物の処理及び清掃に関する法律)

・廃棄物の適正処理
・廃棄物の減量化・リサイクルの推進
・不法投棄の防止

資源有効利用促進法
(資源の有効な利用の促進に関する法律)

個別物品分野での規制
容器包装リサイクル法

(容器包装に係る分別収集及び再商品化
の促進等に関する法律)

家電リサイクル法
(特定家庭用機器再商品化法)

小型家電リサイクル法
(使用小型電子機器等の再資源

化の促進に関する法律)

建設リサイクル法
(建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律)

食品リサイクル法
(食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律)

自動車リサイクル法
(使用済自動車の再資源化等に

関する法律)

容器包装の製造、利用事業者等
に分別収集された容器包装のリ
サイクルを義務付ける

家電製品の製造・販売事業者等
に、廃家電製品の回収・リサイ
クルを義務付ける

使用済小型電子機器等に利用さ
れている金属その他の有用なも
のの再資源化を促進する

建設工事の受注者等に、建築物
の分別解体や建設廃棄物のリサ
イクル等を義務付ける

食品の製造。販売事業者、レス
トラン等に食品残さの発生抑制
やリサイクル等を義務付ける

自動車のリサイクルに携わる関
係者が、使用済み自動車のリサ
イクル・適正処理を推進する

その他関連法
食品ロス削減推進法 グリーン購入法

・食品ロスの削減を総合的に推進 ・公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減
に資する製品・サービス）の調達を推進

廃棄物・リサイクルの関連法
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［出典］環境省 

 


